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ア ドル フ ・ワグ ナ ー の均 衡 予 算 論

早 見 弘

1

均衡財政または財政の客観性を保障す る予算の均衡は,ケ インズ派財政経済

理論の擾頭い らいその意味を失つてきたよ うにみえる。しかしFiscalPolicy

が提案す る財政収支の弾力的操作による有効需要の拡大 あるいは抑制が,根 本

的には第一次世界大戦以後における経済体制の変化を反映 した景気政策 として

の意味をもつ ものであるにせよ,他 面において既存の財政機構または予算制度

を軽視 した理想主義主張であ りあるいは非現実的な所説であるとい う批判 も生
ビ　　

れてい る。本稿においては伝統的な均衡予算のテーゼに対 してむけ られたケイ

ンズ派財政理論の批判を意識 しつつ,な を現実的には破 られ そ うもない均衡予

算論を,正 統派財政学なかんず くその近代的完成者 といわれるAdolfWagner

(1835～1917)の 所説について検討してみたい。

、均衡予算 とい う問題はたんに予算編成の技術的な問題であるのみでな く,国

民経済における財政のあり方についての論議にほかな らない。 したがつてワグ
くの

ナーが 「財政経済の秩序」 として取扱つた主題が当然均衡予算論 としての意味

ともち うるであろ う。J.Burkheadに よれば 「均衡予算」め概 念 は必 ず しも

明確な内容を もたず,そ の論議 は公債の発行 をめ ぐつて争われて きたことが指
くの

摘 されてい る。たしかに公債発行の是非は均衡予算についての,ま た財政の国

(1)G.Colm;EssaysinPublicFinarice .andFiscalPolicy.1955P.8.木 村,

大 川.佐 藤 共 訳 「財 政 と景 気 政 策 」p。12.

J.Burkhead;GovernmentBudgeting1956P.445ff.

(2)A.Wagner;FinanzwissenschaftBd.1.,3Auf1.1883SS.130-335.

dersell)e;DieOrdnungderFinanzwirtschaftundderOffentlicheKredit

1891(Schδnbergherausg.;HandbuchderpolitischenOekonomieBd.III

S。527ff.)

(3)Burkhead;ibid.P.430.
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民経済に及ぼす実質的効果にかんする問題である。 しかしワグナーが法律的 ・

財政技術的形式 をとると指摘す る予算の形式的均衡,そ れ を保障す る予算制度

上の均衡の意味 も忘れ てはな らぬ ところであろ う。 もとよ り実質的な均衡 を保

障する理論がよ り多 く財政学的性格 を もつことは後述す るところであるが,財

政学におけ る制度的見解への顧慮は,伝 統的均衡予算の命題 を非現実的な らし

めないために も,ま た ワグナー的取扱いに対す る正統性のために も当然払われ

なければな らない ところである。それゆえ以下において制度的な均衡の聞題 を

のべ,つ いで実質的均衡 を検討す る。

皿

ワグナーによれば 「予算は公共体家計における将来期間の貨幣または貨幣価

値での予測的収入および支出,お よびそれによつて生 じた収支金額の対照につ
くの

いて,一 定の通常程度の差はあれ体系的秩序を もつた概観で ある。」予算概念

についてのこのよ うな規定は現在において も異論はない。予算 は事後における

収支の決算 と異 り,事 前に予想 された収支の計画案であること,貨 幣表示 を伴

う収支の間に均衡 が考慮 され ていること,政 治団体の政治的 ・経済的基礎づけ

を目指す点で,私 的な企業および家計の経済計画案 と異 ること,こ の三点が予

算概念を規定す る要点 といえよ う。このよ うに規定 された予算 はつぎのよ うな

目的を もつ。 「第一に公共団体家計における形式的 ・実質的秩序の維持 とい う

課題を果すために,技 術的補助手段を営み,来 るべ き家計処理にあたつて経費

を収 入 に よつ て充分 に調 達す るた め の計 画的 配慮を与えること。第二に

公共団体の経費支出が国民経済の負担によつて支出され る限 り,予 算は国民 と

国民経済の給付能力に比例 した公共団体の総支出額を明確にする。第三 に予算

はそれぞれの収入項 目とその構成部分相互の関聯について,ま た純収入 と粗収

入の関係について財政制度の技術的経済的判断を与えるための基礎資料 を与え
くの

る。」 この第三 の 目的 は,予 算 の分 析 と利 用 に 関 す る事 項 で あつて,と くに 予

算 の 目的 と考 え る必 要 は なか ろ う。

(4)Wagner;FW.Bd.1.S.221.

(5)derselbe;FW.Bd.1.SS.221-2.
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ワグ ナ ー の 以上 に 述べ た よ うな 予算 の 目的 はその後 の経済体制の変遷,な か

んず く国 家的 「干 渉 主 義 」 の発展 に照応 して,経 済 政策 的 目的 を も附 加 す るに

至 つ た。 しか しF.Neumarkも 述 べ るご と く新 レい 経 済 政 策 的 な予算 の 目的

も,ワ グ ナ ーが規 定 し,ま た ノイ マル ク も第 一 に挙 げ る公共団体の家計的均衡
ぐの

の枠内において示 され るにすぎない。すなわち経済政策は予算の計画的編成を
　

その一構成要素 として含んだ経済全体の秩序化で あり,逆 に云えば予算はあく

まで経済政策の一環 として機能す るにすぎず,予 算の目的 とす る財政収支の家

計的均衡の維持が今 日において もその主導的地位 をゆつる ものではない。

しか しひるがえつて財政収支の家計的均衡,し たがつて経済主体 としての財

政の性格 を 「家計的 」と名づけ ることには,多 くの問題を含む。従来財政を経

済秩序すなわち生産 と消費の永続的調和の うちに位置づけてみる場合,財 政は

個別経済 として家計=消 費単位 としての性格をよ り多くもつ もの とされた。他

方において租税国家の歴史的 ・理念的構成にょつて,国 家はその収入の基礎 を

財政高権に基 く強制獲得 としての租税に求め,自 ら利用しうる財産を有せず,

専 ら国民経済に寄生す る経済にほかな らぬ と規定す るこ とは,財 政の消費的=

家計的性格を資本主義体制の もとにおいて決定す るものであつた。これに対 し

て ワグナーその他の ドイツ財政学者 は,国 家給付の生産性 を強調 し,国 防 ・文
ピわ

化 ・厚 生 の 維 持 向 上 を す ぐれ て生 産 な る もの で あ る と述 べ る。 こ の 生 産 の概 念

が 無 形 財 の 生 産(J.B.Say)と い う規 定 を 借 り7cも の で あ る に せ よ,プ ロ イ

セ ン国 家 を も財 の うち に 含 め た ワ グ ナ ー の 財 政 の生 産 的 性 格 づ け と
,財 政 の 家

計 的 性 格 とは 相 対 立 す る見 解 と云 え るで あ ろ う。 こ の説 明 は後 述 す る こ と と し

て,財 政 が 生 産 的 で あ る とす る に もか か わ らず な を ワ グ ナ 』 の 予 算 概 念 の 規 定

お よ び 予 算 の 目 的 は,財 政 収 支 の 家 計 的 均 衡 を 目標 と し た もの で あ る とい う こ

とが で き る。

こ の 家 計 的 均 衡 の 維 持 を 目的 と し た 予 算 の 具 体 的 目標 は,支 出 に 対 す る収 入

(6)F.Neumark;Theor量eundPraxisderBudgetgestaltung,Handbuchder

Finanzwissenschaft.1952Bd.1.S.559.因 みにNeumarkの あげ る予算 の機

能 は,(1)財 政政策 的機能,(2)政 治 的機能,(3)立 法 的機能,(4)経 済 政策的機能 の 四つ

で あ る。

(7)Wagner;FW.Bd.1,S.3.

辱
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の不足 を避け,ま た支出に対する収入の剰余を極力回避することを要求する も
くの

のであつた。ただ収入の財政年度経過中における一時的不足はあえて憂慮す る

にあた らない。大蔵省証券の発行によ り,あ るいは国庫余裕金の一時的使用に

よつて金融 され うる。 しか し真の意味の歳計不足はいかなる場合に も避けなけ

ればな らぬ もの とされ る。これを保障す るものは予算制度におけ る諸規定およ

り

び予算制度を財政学的原理 として支えている予算原則にほかな らない。形成的

秩序 といい形式的均衡 とい うの も内容はこれに他な らぬであろ う。

予算制度 は,会 計年度独立の原則(予 算の時聞的限定性の原則)に したがつ

て,当 該年度の支出はその年度の収入によつて賄わなければな らぬことを規定

する。わが国の例について云えば歳出予算 の繰越および過年度支出についての

例外は もとよ り存在す る。財政収支の対照は予算統一性の原則に したがつて収

入 と支出をそれぞれ全体 として一括 した うえで考慮 され る。予算が貨幣表示 を

伴 うものである以上,歳 出予算 と歳入予算は総額において一致していなければ
　の

な らない。予算の形式的均衡は収支 の周額 を目的 とするとも云えるのである

が,実 際には収支が同額 である場合のみでな く,収 入があらかじめ支出を超過
　らの

して予算に計上 された場合 も含めてい る。

形式的均衡における聞題 は,歳 出予算 と歳入予算に区別 して考 えられる。ま

ず歳出 予算についていえば,予 備費があげられよ う。歳出予算 は歳入予算 と異

つ て,計 上された経費金額の範囲内で国家公共団体はその支出の権限 をもつ。し

か し予備費は法令な どにおける 「予算の範囲内において」 あるいは 「予算の定

む るところによ り」 とい う規定における予算の うちには含まれない。 もともと

予薦費は予見し難い歳出予算の不足にあてられ るため設けられ た もの で あ つ

て,予 備費 として支出 され るのではな く,こ れ を使用す る場合には別途に新 し

(8)cf.derselbe;Schδnbergs正IB.d.P.0.S.533.

(9)予 算制度 を決算 まで含 む と解すれ ば,収 支金 額 の不一 致 は,必 然的 に発生す る。

しか し当初予 算 にお いては一 致 して提 出 され るこ とが 最近 の例で あ る。 また,特 別

会計 で は不均衡 で提出 され るもの もあ る。

⑳ た とえば 「超均衡 予算」 といわ れた 昭和Z4年 度予 算 におい ては一般 会 計 は,歳 入

7,413億 円歳 出7,410億 円で あつた 。大 正の 中期に第 一次大 戦の好景 気 を うけて,

歳入 が歳 出 を超過 す る予算 が組 まれ た例 もあ る。 したが つて第 一次大 戦終 了後 大正

年 間 は年 々の歳 計剰 余金 は5億 円 を上 まわつた といわ れ る。(大 蔵 省昭和財 政史編

集室 編 「昭和財政 史」 第三巻歳 計p.43参 照)
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い予算の編成 すなわち組織別,科 目区に区分 した所要経費の配 分 を必要 とす

る。 この うえではじめて予算 と同一に扱われ る。 したがつて予算の質的,量 的

限定性の原則か らみれば,具 体的な使途未決定の経費であることに ほ か な ら

ず,予 備費を計上 した年度の予算 は,形 式的均衡においても均衡 め内容を不決

定にす るであろ う。したがつて予備費に対応 した歳入金額 もまた収支 の均衡の

内容を不決定にし,歳 出予算未使用残高を別 とすれば,均 衡の下限は確定しが

たい といわねばな らぬ。

これに対 して歳入予算 は,歳 出予算よ り事前的計画案の意味を濃厚にす る。

すなわち歳入予算は各国において租税 ・手数料収入 ・官業財産収入等につ きそ

れぞれ独立の法律によつて,徴 収 され るであろ うと予想する収入金額 を示 して

い る。歳入金額の計上には前年度実績を基礎 とす る もの,三 年ないし五年の歳

入実績を平均する方法および直接推計法 とがあ りそれ らを相互に勘案 して計上
ロ ゐノ

す るといわれ るが,い つれにせよ,予 算額 との完全な一致は期待で きず,し た

がつて予算の形式的均衡 はますます形式性を強める。 ところが歳入予算におい

て確定 した金額が一つある。わが国一般会計予算における 「前年 度剰 余金 受

入」がそれにほかな らない。この金額 は,さ きに述べた会計年度独立の原則か

ら云えば今年度の収入ではない とい う意味において違反 してい ることになるで

あろ う。 しかし予算の均衡 を果すためには1前 年度剰余金の受入れ とい う当該
ヒ　 ノ

年度の新たな収入 とな ると見るのが妥当であろ う」 とい う解釈が必要 となる。

予算の形式的均衡 したがつて年度間における収支の同額 を維持 しよ うとすれ

ば,予 算の均衡 は歳入金額の変動に強 く依存せぎるを得ない。税制の改革は歳

入の変動に応 じて瞬時に望むべ くもない。不況期においては,一 般に財政収入

は減少す る。この場合 とるべ ぎ手段 はワグナーにおいても 「経費の節約」であ

つた。好況時において財政収入の増加をみれば,歳 出増額 を要求す る立法措置

を講じ,当 初予算 よ り拡大 した規模 とな りうる。このよ うな形式的均衡維持の

操作,こ れこそフィスカル ・ポ リシーが強 く批判す るものであつた。不況局面

における経費の削減はかえつてデフレ ・ギヤツプを拡大 し,好 況局面における

(11)cf.Burkhead;ibid.P.379ff.

⑱ 河 野 一 之;予 算 制 度 昭 和30年p.15.
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経費の増額はインフレ 。ギヤップを逆に拡大す る。均衡すべ きは予算ではな く

て国民経済であるとい うのがその主張であつた。このことが果 され るのは政治

の経済学的転換によつてであろ う。 ともあれ予算の形式的均衡 はそれ 自体法的

強制力を もつて果 されねばな らぬのが財政制度の根本的要請 となつている。

以上述べて きた ところは収支総額についてのバ ランスで あつ て,経 費 の 内

容 ・収入の性格について問 うところがなかつた。予算の形式的均衡 を維持す る

ためには,ど のような理論的要請がなければな らないであろ うか。ワグナー的

立場における予算 の均衡 は,形 式 的意 味 に お いてはその反面 しか伝えていな

い 。

●

皿

予算 が政治団体の政治的 ・経済的基礎 を与えることはすでにのべた ところで

ある。ワグナーにおける国家公共体の組織原理は,強 制共同経済の構成に基 くも

のであつ た。強制共同経済は人間欲望の類型においては共同欲望 を基礎 とし,

共同欲望の充足のために国家は,「 大人が子供を世話する様に」独 自の目的を も
ゼ　か

つて共同経済を克服す る任務 を もつ。そのた めに泌要な経済的基礎を扱 うもの

が財政で あり,そ れ を保障す るものが予算に外な らない。予算に与えられた実

質的な均衡 を取扱 う場合,形 式的均衡がよ り法律的,技 術的な性格をもつのに

対 して,こ こではよ り財政学的な,財 政政策的原理が問題 となる,と ワグナー

は云 う。ワグナーのこのよ うな主張は決 して陳腐なることではない。官房学的

伝統 の支配する ドイツ財政学の流れにあつて,「 財政学 を国家のまた強制共同

経済組織一般の国民経済的理論 と関聯 して取扱 うことが,私 の とくに努力 した
じコゆ

ところで あつた」 と述べ た こ とは,彼 の師K.H.Rauの 経 済 学 の三 分 野 一 国

民経 済学,経 済 政 策 お よび財 政 学一 の確 立 に,新 し い 光 を 投 ず る もの で あ つ

た 。 よ り財政学 的な,し た が つ て ワグ ナー にお け る国 民経済学 との関聯 を もつ

⑱Wagner;GrundlegungderpolitischenOekonomie1893.S.773u.S.

828ff.ワ グ ナーは,国 民経済 の組織 原理 を,個 人主義 的組 織 ・強制共 同経済 的組

織 と慈 善的組織 に分 け,と くに第一 ・第二 の原 理 の歴 史的組 合せ を とく。 ワグナー

の財 政 組 織論 につい ては,丸 山泰 男 「国家財政 の構造 理論」(小 樽経 専 「社会経 済

研 究 」 昭和21年6月 号)参 照

ωderselbe;FW.Bd.1.S.61.
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た,財 政の実質的秩序における主命題 は,形 式 的 均衡 の命題 と同 じ く,財

政収支の均衡にほかな らぬ。財政収支の均 衡 はす な わ ち財 政 の家計 的均衡

を さす もの で あ り,経 費に対 して収入の不足,ま た使用 されぎる～無目的な

歳計剰余を出来 るかぎ り避けることを財政政策的要請 とす るものであつた。

ワグナーにおいては,か か る財政政策の最高の原則が 「出ず るを量つて入 る

を制す る」ことによつて与え られ ている。量出制入の原則,す なわち国家 の収

入は経費額の確定 したのちに決定 される,ま た されねばな らぬ とい うことは,

財政収支の均衡 を目的 とした予算編成における方法に関す る原則 と解 されねば

な らない。量出制入の原則は,し ばしば財政 と私経済 との相異を決定す る財政

の特色 とみな されて きた。収支適合の様式 として,私 経済は量入制出を もつて

これ と対比 され る。 しか しワグナーは財政の性格 として(コ個別 経 済であるこ

と,(2国 家給付が無形的であ りかつ価格 を もつて販売 されえぬこと,(3国 家は

無限に継続 しうること,④ 国家の財政高権すなわち国民に対す る規制 と,強 制
くユの

獲得が優先す ること,を あげ,量 出制入を もつて特に挙証 していない。このよ

うな ワグナーの財政の性格づけには,各 々について反論がある。しか し財政の

牲 格の挙証には何 を説明の目的 としていたかが問われねばな らぬであろ う。だ

がここでの問題は量出制入の原則にほかな らない。今 日この原則を主張す るも

のは,極 端な国家主義者を除いてはいない といつてよい。 ワグナーにおいても

財政収支の均衡 を目的 とす る限 り,支 出 と収入 との対応は常に意識 された と解

しうる ものであつて,予算の概念において「国民および国民経済の給付能力に比

例 した公共団体の総支出額 を明 らかにす る」 とのべたことは,決 して量出制入

の原則の独走を許す ものではない といわな くてはな らない。ただこの原則が意

義 を もつのは財政収支の均衡 を目的 とした予算編成上の手段 あるいは手続 きと
く　ラ

して,現 在においても認め られ るところにある。'

収支適合の基本的順則にしたがつて,ワ グナーの予算均衡論はいかなる形態

を とるであろ うか。ここで結論 を先にのべれば 「経常費は経常収入を もつて支

弁 し,臨 時費は臨時収入を もつて支弁すべ きである。出来 うれば臨時収入の一

㈱derselbe;FW.Bd.1.SS.9-16.

Sdi井 藤 半 弥;「 財 政 学 」(四 訂 版)昭 和3]年,p.26.
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部を も経常収入によつて支弁す ることが望ましい」 といい うるであろう。しか

しここで経常費 ・臨時費および経常収入 ・臨時収入についての規定 を顧みなけ

ればワグナーの云 う予算均衡の実質にはふれえないであろう。

ここに経常費 と臨時費の区分について,ワ グナーによれば三つの基準が用い

られ てい るとい う。第一一には財政需要発生の時間による区別であつて,国 家生

活の規則的経過において年々あるいは一定の期間性を もつて発生す る経費,し

たがつて前以て決定 しうる経費を経常費 とい うのに対 して,臨 時費は特殊なる

事態た とえば戦争 。緊急事態な どのために,全 く予測 しえないか少 くともその

額 を予測しえない経費をい う。この時間的な財政需要の区別によつてみれば,

永続的でかつ変動の少い収入を経常費にあて,後 者には毎年少額ながら件数の

多い緊急事態が発生す ることにそなえて,一 定額 の予備費を計上 し,ま た大蔵

省証劣の発行を もつて臨時費を支弁すべ きであるとい う。第二の区別は,経 費

が目的 とする効果の継続要因による区別である。 ここで経常費 とは公共家計に

おいて,期 間的規則的な流動資本を供給す るこ と,す なわち生産(財 政)期 間

内に最終的に国家的生産過程に添加 され,そ のすべての価値を生産 された財貨

(国家給付)に 移転 し,こ のため年々同一の金額 を繰返し支出して行 う財貨消

費をい う。この一度支出した財政需要の効果は 「公共給付」の生産物 として消

費 され,ま た一部は将来に永続 した効果 を及ぼす こともある。しかし年々の財

政期聞ご とに,本 質的には同一の公共用役を,同 じ様式,同 じ範囲で必要 とす

る,国 家 が雇 用 す る労 働 者 へ の賃 銀,直 接 的な財貨需要および国債利子が

含まれ る。これに対 して臨時費は期間的ではな く,時 々巨額 にのぼ る経費をさ

し,そ の効果が当該財政期間経過後に残 る経費をい う。臨時費の永続的効果 を

ワグナμは更に,将 来 国 家 に とつ て収 入 を もた らす か否 か につ き二分 す

る。まず臨時費支出が永続的収益 を与え,国 家が固定資本を施設 した と周じ も

の とみ,国 家的生産力の上昇を生ず るもの として,④ 私経済的投資,す なわち

国家が私経済 と同じく収入獲得のために行 う公企業の改良 と収益 を増加す るた

めに経費を支出し,純 収益の増加 あるいは公企業の利子費用 と経営費用が投資

よ り得 られた収入によつて賄 わ れ る もの をい う。例 えば,鉄 道 の国 有化

一1884～85年 のプロイセンにおいて鉄道収入は全収入予算 の約50%を 占めてい
」
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く　わ

た一 のための費用,森 林経営 ・鉱山 ・郵便 ・電信事業な ど。〔司国家経済的投

資,す なわち個存の国家的の遂行のために必要な一定の国家施設 お よ び官 庁

を建 てあ るい は改善す るた めの経 費 で あつて,こ れは固定的な国家の資本

として,実 際に永続的収 益 の基礎 を きづ き,繰 返して必要 とな る経費ではあ

るがよ り大 きな国家の給付能力 を形成するものをい う。これに地租徴収のため

の土地台帳の作製,国 道網の整備,行 政 ・司法改革の実施,陸 海軍の改革,新

兵器の採用な どが含まれる。いま一つ臨時費に属す るもの として,戦 費あるい

は国内不安を鎮圧 しあるいは災害を復旧す るための経費があげ られる。 これ ら

の経費は固定的な国家の資本 となる ものではな く全国民経済に とつて財貨 と人

力の巨大な消耗のみしか もた らさず,財 政的観点か らは資本損失 として取扱わ

ねばな らない。ワグナーによる予算の均衡 の理論的説明はこの第二の経費の効

果 による区別によつて支柱 を与 え られ る。経常費 と臨時費 を区別する第三の

基準は法律による ものである。 ここで経常費は議会あるいは等族(Sttinde)に

よつて一回しか 協賛 を うけないが継続的に支 出すべ きもの と認め られた経費

であるか,あ るいは長期間にわアこり協賛をうけて きた安定的な経費をさし,こ

れに対 して臨時費は年々新 しく協賛 を うけなければな らぬ変動的経費を さす。

た とえば英国の予算における既定費 と議定費にみるごとき区別である。

ワグナーは以上三つの経常費 ・臨時費の区別を示 したほかに,国 家目的

か ら経費を分類す る。彼 は,国 家の本質的な目的 として,司 法および権力.

目的 と,文 化および厚生目的 とをあげ,こ の二つの目的 を果 す手 段 とし

て,憲 法上の最高指導 と,こ れに物的手段を与える財政行政が加わる。近

代国家においては,以 下のごとき経費の組織 または財政需要の組織が生れ
G8、

る。

(1)憲 法的最高指導のための経費(元 首 ・共和国 ・議会 ・内閣その他の最

高機関)

{2}法 および権力 目的遂行のための経費(司 法 ・保安警察 ・外交 ・および

⑰Wagner;FW.Bd.1.S.VI.

㈱derselbe;FW。Bd.1.SS.401～470.
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軍備)

鴎 文化および厚生 目的遂行のための経費(警 察 。経済行政 ・教育をのぞ
ぼ

く狭義の内政 ・経済行政 ・および教育)

{41財 務費(徴 税費 ・国有財産の行政 ・経営費 ・および国債元利費)

ワグナー経費論の特色は,予 防主義の優越 をとき,警 察 ・軍備 ・外交に

要す る費用 も,こ れなか りせば,国 民経済に損失を与えるいみにおいて,

「す ぐれ て生産的」(FW.1.S.418)と 規定 した ことにある。

以上のよ うな経常費 ・臨時費の区別,な かんず く第二の経費支出の経済的効

果 を基準 とす るものが,ワ グナーの均衡 予算論に とつて重要である。これに対

して財政収入について も経常収入 と臨時収入 とを区別す る。収入側面について

はワグナーは時間による区別 しかあげていない。すなわち経常収入は期間ごと

に規則的に繰返して収入 となるものをいい,臨 時収入はこのよ うな期間的反復

を繰返 さな い収 入 を さす 。前者には国家が もつ私経済的企業の収入,お よび

租税が含 まれ,後 者には国有財産売却による収入および国債,借 入金による収

入が含まれる。 この うちで近代国家の収入 として最 も大 きな比重を占めるよ う

になつたのは云 うまで もな く租税収入 と国債発行による収入である。国家の私

経済的収入 これにつぎ,国 有財産の売却によるものは領邦国家以来よ り極度の

減少をみた。 もとよ り租税 には直接税 ・間接税その他幾種かの分類 も可能であ

る。しかし財政の均衡をいかにしてはかるか とい う財政政策の第一問題として

は,租 税体系および著名なワグナーの租税原則は副次的問題 として取扱われ る

であろ う。ただ国家によ り規則的な収入で あるか否かは,国 家経費を支弁する

もの として重要な意味を もつ。 ワグナーの財政均衡論あるいは経費調達論はか

れ以前の論者が 「租税か公債か」 とい う問題で争つた とき,そ れ らが調達すべ

き経費の分析が欠けていた,ま たは少 くとも体系的ではなかつた とい うことが

で きるであろ う。

しか らば以上のごとき財政収入 ・支出の区別を用いて財政の均衡 はいかにし

てな され るか。先にのべたよ うに経常費は経常収入によつて賄 うべ きである。

なぜな ら国家はその課題 とす る国家活動の充足のために国民経済よ り財貨を徴

収 し,国 家機構の申で加工す る。そ こで得 られた 「生産物」すなわち国家給付
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は,異 つ た継 続 時間 を もつ。 ところが経常的財政需要 はその効果 において同

じ財政期間内に消費 されてしま うため,年 々補充 してゆかねばな らない。 この

ため年々繰返 して規則的な収入 となる租税をこれに充当しなければな らないこ
くユ　ラ

とになる。ワグナーのい う経常収入→経常費の関聯は当初の概念規定か らみて

当然のことで あつた。国家給付がこの場合消費的あるいは移転的形態を とるこ

とは明であるが,ワ グナーはこの過程に流動資本の供給および生産期間 とい う

概念を類推 したことに注 目されねばな らない。経常費支出 と経 常 収入 の徴収

は,そ れ自体 としてみれば,財 政を通 り抜け勘定 とす る貨幣の循環にほかな ら

ない。財政が国民経済に寄生 し,消 費者家計 と同一の地位 を与え られ るのはこ

の循環が同一規模,同 一の経費内容であるためである。 ワグナーが流動資本の

供給 とこの過翫 なづけた として も・その供給には手形割引を行 う必要は墾'

し,供 給者である国家に利子収入を もた らす こともない。財政は経常費→経常

収入の関係を現金 を もつて媒介 しているにすぎない。 さらにワグナーはこの関
くヨの

係に 「租税再生産力説」を認めよ うとするら国家給付が国民の担税力を生み,

それが国家給付の再生産を可能 にす るとい う考えは」ワグナー一,シ ユタインの

主張するごとく簡単に論証す ることはで きない。 もともと国家給付がいかなる

価値を生ずるか とい うことは,国 家 目的あるいは強制共同経済その ものを価値

づけなければな らない。ただ少 くとも国家の介入によ らなければ,共 同欲望は

満 されず,恐 らく国民生活は現在よ り不便な事態が生ず るであろ うとい う意味

において,国 家給付の価 値生 産 性 を帰属せしめるほかはないのではなかろ う

か。経常費=経 常収入の対応 と,租 税の再生産力 とはこのよ うに,別 な視点に

与えなければな らない。

臨時費 と臨時収入の対応はいま少 し考慮を要する。臨時収入なかんず く公債

を もつて国家需要 を支 弁 す る こ どの意 義 は,ワ グ ナー一もい うご とくKarl

Dietzelが 主張 した ところであつたが,し かしデイーツエルの主張はいかなる

臨時的財政需要を,い かなる資金源泉を対象 として発行する公債によるべ きか

⑲derselbe;FW.Bd.1.SS.148-9.

⑳derselbe;FW.Bd.1.S。151.
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とい う論証で ワグナーと斑れるαさきに示 したご とく臨時費 に は私経 済的投

資 ・国家経済的投資および戦費 ・災害な どの個有の臨時的財政需要があつた。

これに対 して公債応募の資金源泉をワグナーは三つに区別す る。〔1国内の自由

資本,す なわち特定の投下目的を もたず,資 金投下の相対的有利性にしたがつ

て動 く資本1(2}外 国資本,13硯 在生産に投下 されてい る資本 これである。いわ

ば公債の発行地か らみれば内債 と外債にあた り,内 債にに遊休資本 と稼動資本

に源泉を求 めるものに分れ る。

いま臨時費の種類か ら公債による国民経済的効果 を考 えれば,私 経済的投資

の支弁については,そ のすべ てを公債で賄 うべ きであるとい う。私経済的投資

は他の条件にして等しき限 り,財 政収入の増大を招来す るものであ り,そ の効

果は投資の一度限 りに対 して,永 続的収益をあげることがで き公債発行による

国家負担は充分償い うるものであるか らである。国家経済的投資は将来に国家

給付 を永続 して国民に供給するといつて も,将 来いかほ どの国家収入の増加 と

な るかは確定 しがたい。したがつて国家経済的投資を賄 うには,一 部経常収入

によつた方 が好ましい といえ るし,各 国において も年々少額な りとも経常収入

を もつて支弁 してい る実践的経験がこれを保障す る。戦費 ・災害などの個有の

臨時費についてはで きる限 り租税収入を もつて支弁すべ きである。戦争 ・災害

による経費支出は資本損失 と考えらるべ きものであつて,将 来における収入の

増大または国家経費の削減 を来 さない ことは明である。ただその経費が巨額に

達 し租税収入に期待 しがたい ものがあ る場合は止むをえない処理 として公債収

入にたよ らぎるを得ない。 しか しその効果か らみて,租 税収入を もつて支弁す

べ きであることは云 うまで もない ところである。

他方 公債 発行 に よつて吸収 され る資金源泉か らみれば どうか。デ イーツセ

ルは公債によ る国内自由資本の吸収に力点 をお くが,金 融市場 の発 達 した 今

日,投 下 した資金の相対的有利性を求めて変動す るこの自由資本に頼 ることの

実際的効果は公債利子率いかんによつて も必ず しも期待しがたい ものがある。

これに対 してワグナーが賛成 を惜 しまないのは,外 債である。外債募集は募集

⑳W・F・ ス テツ トナー;カ ール ・ディーツエル の公 共支 出論 と公債論(「 所得 ・

雇 傭 および公共政策 」下巻P.69ff.)参 照 。
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地 の金融事情に依存す るところが大 きいが,し か し国内におけ る外国資本の効

果は,国 内資本 を奪 うことな くして国内の事業を拡張す るこ とがで きる。その

・うえ国際的金利較差の緩和を招来 し,か りに政治的従属性 をまね い た として

も,今 日では相互的に国家の依存性 を増 し,か えつて平和保障の一因 ともな る

であろ う。外国に対 して負担せねばな らない公債償還および利子負担は,国 内

資本の吸収による生産力の破壊,国 民所得の減少に比せば きわめて軽微 といえ

るものであるし,外 債による投資の利益は,償 還費 ・利子費をはるかに超える

ものがあ るとい う。つぎの国内において稼動申の資本を公債によつて国家の手

に移すこ とは最 も回避しなければな らぬ。 ワグナーはこの第三の場合の金融的

機構を述べていないが,い わゆ る申央銀行引受けによる通貨創出によるもの と

考 えてよかろ う。従来批難 されてきたのは この種の公債であつた。ワグナーも
く　 ノ

また この公債には反対する。

ワグナーは,資 金源泉よ りみた公債 とは別に以下のご とき公債を大別す
(盤)
る。・

田 行 政 法 的 区別 一 一行 政 公債 ・財政公債

(2〕 財政技術的区別一 流動公偉 ・確定公債 ・強制通用力を もつ不換紙

幣

ワグナーが経費調達にあたつて公債によるべ き場合は以上のよ うに きわめて

制限 されていた。公債発行についての要点は,ワ グナーによれば公債使用の目

的 と,将 来の財政支出の軽減 となるか,収 入の増大を もた らすかいかんにかか

つていた といえよ う。そして臨時費の種類か らみて も国家信用の利用は私経済

的投資にのみ認められその他は租税収入による国家家計的均衡維持の有利性が

あげ られてい る。 しか しその制限は経常収入を もつてすべ ての国家需要 を賄 う

べ きだ とす る極端な ものではない。公債使用目的に生産公債 と不生産公債 とに

分け られ るとすれば,生 産公債は ワグナーにおいて もまた認 められていた とい

うことがで きよ う。

班

⑳Wagner;FW.Bd.1.SS.100--69.

㈱derseble;Sch6nbergsHB.d.p.0.Bd.S.570.



一48一 商 学 討 究 第9巻 第Z号

以上に述べたご とく,ワ グナーの財政均衡の実質的見解 も,本 質的には家計

的均衡の維持 とい うことであつた。 「いかなる場合において も赤字は財政経済

の憂 うべ き徴候であつた。」財政を家計 と規定す ることは,今 日多くの反論を

受けつつなを有力な見解であ る。少 くとも国家が生産手段を所有せず,国 家生.

活の維持について租税を財政収入獲得の手段 とす るかぎ り財政の家計性は維持

されねばな らぬであろ う。 しか しワグナーは財政の均衡を家計的均衡 と述べた

に もかかわ らず,ま たその形式的 。実質的均衡の内容を家計的立場か ら論 じた

に もかかわらず,財 政に生産者の主体を附与したことは一見矛盾 しているごと

くみえる。しかしワグナーにおいては,国 家給付の遂行す る生産がいかほどの

附加価値 となるか とい う角度か ら論 じた ものではない。司法 ・行政 ・国防 ・文

化 ・厚生の国家諸活動はただ国民経済 を外敵よ り防ぎ,国 内の暴力の破壊 よ り

守 り,国 内不安の発生 を予防することにおいて生産的なのである。か くて認め

られる国家経費の生産性は,実 に国民経済における生産条件を保護 しそれを整

備することにあつた といい うるであろ う。 もし「生産性 とは特定の社会的・経済
くが ラ

的体制の思想 と制度 とを反映す る主観的な概念である」 とみ るならば普仏戦争

をへて ドイツ帝国に統一 した1871年 以後の新興国 ド・fツにおいては,国 家の優

位性を生産的 とみることが是認 されるか もしれぬ。

ともあれワグナーの財政均衡論その ものをみ る限 り,家 計的均衡の視点は財

政政策の内容を構成す るもの として認め られるであろ う。 ワグナーが財政の琢

衡 をはか るため,理 論的基礎 を与えた ものは,経 費の効果か らみた経常費・臨時

費の区別であつた。この効果の持続性の実際的判定は極 めて難 しい。しかし少

くとも,他 の基準による経費分類によつては巨視的現象 としての財政均衡は説

明がつ きえないであろ うと思 うところに,理 論的有効性がある。財政は収入 と

支出の二面 を もつが,こ の二者 を媒介す る理論的根拠は,財 政の政治的性質を

顧みれば極めて薄弱な内容しか もたない。しかしワグナーは多くの問題 を含 み

なが らも均衡財政に国民経済的考慮を示 した ことは注目されてよいであろ う。

ただ均衡の絶対的規模 をいかに決定づけるかは さらに多面 的 考察 を必要 とす

る。(33。9.15)

四 ス テツ トナ ー;前 掲 書P.93.




